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連結損益計算書については、営業収益は対前年364億円増収の3,951億円、営業
利益は対前年204億円増益の266億円、経常利益は対前年204億円増益の251億
円となった。
親会社株主に帰属する当期純利益は、小田急第一生命ビル持分の売却に伴い固
定資産売却益を計上したことなどにより、対前年286億円増益の407億円となっ
た。

右側に記載している３月時点見込との比較では、鉄道業やホテル業等において
利用者数の回復が想定を上回ったことなどにより、営業収益は37億円の増収と
なった。加えて、各事業において費用削減を行った影響等により、営業利益は
50億円、経常利益は61億円、親会社株主に帰属する当期純利益は43億円の増益
となった。
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営業外収益には、新型コロナウイルス感染拡大に伴う特例措置による政府から
の雇用調整助成金や地方自治体からの助成金等の受入額を「助成金収入」とし
て計上している。
特別利益は、前年度に政策保有株式を売却したことに伴い「投資有価証券売却
益」を計上した反動があったものの、小田急第一生命ビル持分の売却に伴い「
固定資産売却益」を計上したことなどにより、対前年で増加している。
特別損失は、新宿駅西口地区開発計画において発生した解体費用等を「再開発
関連費用」として計上したほか、㈱小田急百貨店において希望退職者を募集し
たことに伴う「特別退職金」を計上したことなどにより、対前年で増加してい
る。
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連結貸借対照表については、資産合計は1兆2,799億円と、現金及び預金が増加
したものの、小田急第一生命ビル持分を売却したことや固定資産の減価償却が
進んだことなどから前年度末より52億円の減少となった。
負債合計は、8,914億円と、社債の償還等に伴い有利子負債が減少したことなど
から、前年度末より444億円の減少となった。
純資産合計は、3,884億円と、親会社株主に帰属する当期純利益の計上に伴い利
益剰余金が増加したことなどにより、前年度末より392億円の増加となった。
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運輸業の営業収益は対前年204億円増収の1,517億円、営業利益は対前年139億
円増益の84億円となった。
行動制限が解除されたことなどにより、当社鉄道事業において定期外収入が回
復したほか、バス業においても都市部を中心に利用者数が回復し、運輸業全体
で増収・増益となった。

下段右側の箱根エリアの営業収益には、当社鉄道事業の一部、箱根登山鉄道を
含む箱根交通各社および箱根エリアのリゾートホテルが含まれている。
同営業収益は、前年度の外出自粛の反動等により、対前年で55億円の増収とな
った。
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流通業の営業収益は対前年46億円減収の961億円、営業利益は対前年８億円減
益の８億円となった。
百貨店業においては、利用者数は回復傾向にあったものの、新宿駅西口地区開
発計画に伴い2022年10月２日に新宿店本館の営業を終了（2022年10月4日に
新宿西口ハルクがリニューアルオープン）し、売場面積が大幅に縮小したこと
や、新宿店のリニューアル関連費用が発生したことなどにより減収・減益とな
った。
また、ストア・小売業においては、鉄道利用の回復に伴い駅構内コンビニエン
スストアの利用者数が回復したものの、ベーカリー事業（㈱北欧トーキョー）
において2022年２月末で店舗の営業を終了したことなどにより減収・増益とな
った。

下段中ほどの小田急商事ストア部門の既存店取扱高は、対前年0.4％の減少とな
った。
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不動産業の営業収益は対前年30億円増収の840億円、営業利益は対前年５億円
減益の180億円となった。
分譲業においては、投資用不動産の売却等により増収となったものの、前期に
土地の販売が好調であったことに加え、郊外の大型マンション販売の反動等に
より減益となった。
また、賃貸業においても、海老名駅間地区における新規物件の開業等により増
収となったものの、開業に係る費用が増加したことなどにより減益となった。
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その他の事業の営業収益は対前年165億円増収の907億円、営業利益は対前年
78億円の損失改善により8億円の損失となった。
行動制限が解除されたことなどにより、ホテル業においてはシティホテル・箱
根リゾートホテルともに稼働が回復し、レストラン飲食業においては特に郊外
において飲食店の利用者数が回復した。また、リゾート人材派遣業においても
需要が回復したことなどによりその他の事業全体で増収・損失改善となった。

下段左側に記載のシティホテルの外国人宿泊者比率は、10月の入国制限緩和以
降増加傾向にあり、３月の実績は「ハイアット リージェンシー 東京」「ホテル
センチュリーサザンタワー」ともに８割程度とコロナ前並みの水準であった。

下段右側に記載の客室稼働率も、シティホテル・箱根リゾートホテルともに対
前年で大幅に回復している。
なお、箱根にある「はつはな」は、2022年１月４日から工事のため休業、９月
11日にリニューアルオープンしており、営業期間中の稼働率を記載している。
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営業収益は対前年48億円増収の4,000億円、営業利益は対前年83億円増益の
350億円、経常利益は対前年75億円増益の327億円を見込んでいる。
親会社株主に帰属する当期純利益は、小田急センチュリービルの売却に伴う固
定資産売却益の計上等により対前年220億円増益の628億円を見込んでいる。
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運輸業では、当社鉄道事業において鉄道駅バリアフリー料金制度を適用したこ
とや、バス業において運賃改定を実施した影響等により、営業収益は対前年132
億円増収の1,650億円、営業利益は対前年76億円増益の161億円を見込んでい
る。

※ 運賃改定の詳細は当社ＨＰにて開示 している「ＦＡＱ」に記載
URL:https://www.odakyu.jp/ir/financial/
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流通業では、百貨店業において、新宿駅西口地区開発計画に伴い2022年10月２
日に新宿店本館の営業を終了（2022年10月4日に新宿西口ハルクがリニューア
ルオープン）し、売場面積が大幅に縮小したことや、㈱白鳩が2023年３月31日
より当連結子会社から持分法適用会社に変更となった影響等により対前年70億
円減収の891億円を見込んでいる。
一方、営業利益は、㈱小田急百貨店において希望退職者を募集したことに伴う
人件費の減少等により、対前年15億円増益の24億円を見込んでいる。
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不動産業では、賃貸業において小田急第一生命ビルの持分を売却したことなど
により、営業収益は対前年32億円減収の808億円、営業利益は対前年31億円減
益の149億円を見込んでいる。
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その他の事業では、ホテル業において2023年６月30日に㈱ホテル小田急の株式
を売却予定であることから連結除外としたものの、リゾート人材派遣業や旅行
の需要回復等により、営業収益は対前年22億円増収の930億円、営業利益は対
前年24億円増益の16億円を見込んでいる。
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